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１．はじめに 

我が国の人口が減少傾向に入り，国内インフラ産業

が成熟段階にあるなか，国土交通省はインフラシステ

ムの海外展開等の支援に取り組んでいる．地方自治体

においても，北九州市海外水ビジネスなど官民一体と

なった地方インフラ産業の海外展開に取り組んでいる． 

本稿で対象とする沖縄県においては，大型公共事業

の計画はあるものの中長期的なスパンでは公共投資の

安定的な確保が困難な状況が予測されている．このよ

うな状況のなか，沖縄県では海外市場へ参入意欲のあ

る県内建設関連企業等を支援するため，平成 25 年度よ

り沖縄建設産業グローバル化推進事業（以下、グロー

バル化事業）を展開し，モデル企業の支援を行ってい

る．しかしながら、建設コンサルタントの海外展開は，

経営規模が大きい大手総合建設コンサルタントや海外

での経験値が高い開発コンサルタントが一般的であり，

社員数が数十名の地方中小建設コンサルタントがこれ

らの事業に新規参入することは困難である．本稿では，

沖縄県の事業を採択した事業社の取り組みを中心とし

て，地方中小建設コンサルタント会社が海外展開に取

り組む効果と課題を整理し，今後の事業展開について

考察する． 

２．海外展開支援の枠組みと本事業の位置づけ 

東南アジアや大洋州などは，沖縄の地域特性（島嶼，

亜熱帯性等）に類似しており，共通の課題を有してい

る．特に，島嶼地域の脆弱性を克服してきた沖縄特有

の技術は，島嶼国の開発課題に対応できることが期待

されている．このことは，2012 年に沖縄で開催された

第 6 回太平洋・島サミットにおいて，太平洋島嶼国が

直面するさまざまな課題解決に向け，沖縄の知見を活

用した協力を進めることが我が国の方針として位置づ

けられたことからも理解できる．このため，大洋州島

嶼国においては，沖縄特有の技術や知見を有する沖縄

県内の企業や技術者の活躍が期待されている． 

 これらの地域で日本の建設コンサルタント会社が受

注する一般的な事業として，JICA が実施機関である無

償資金協力事業がある．無償資金協力事業を受注する

流れとして，案件形成調査，要請書作成支援，案件採

択，協力準備調査，案件審査，無償資金協力事業の受

注が一般的である 1）． 

しかしながら，案件形成調査から案件採択に至るま

でには会社の実績等は求められないものの自社資金に

よる情報収集が必要となる．また、協力準備調査を受

注するためには，会社としての実績や経験を有する技

術者を配置できることが前提条件となり，地方中小建

設コンサルタント会社が単独で JICAの無償資金協力事

業を受注するには，資金および人材の面から非常に困

難な状況である．グローバル化事業は，この案件形成

調査に必要となる現地調査の旅費交通費等を補助する

ことで，前述の課題である資金面の課題が克服される

ことを狙いとしている． 

３．取組の概要 

 沖縄県内の中小建設コンサルタント会社が本事業を

取り組むにあたり，共同体での体制を構築した．理由

として，1 社単独の場合は専門とする技術が限定的であ

ること，事業を展開する上でのリスクを分散すること

があげられる．本共同体は 6 社の中小建設コンサルタ

ントで構成され，専門とする技術は，上水，下水，農

業土木，河川，港湾，漁港，海岸，道路，防災，自然

環境である．さらに，総合的な視点からの助言を得る

ことを目的として，社会システム計画を専門とする学

識経験者をアドバイザーとして体制に加えた．  

進出希望国は，サモア独立国（以下、サモア）を含

む大洋州島嶼国とした．理由として，共同体を構成す

る 1 企業が，大洋州のサモアで JICA 事業の外部人材と

しての実績を有していたこと，現地政府技術者との 
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人的ネットワークが構築されていたこと，我が国の方

針として沖縄の知見の活用が位置付けられていること，

である．さらには，沖縄関連のプロジェクトが同国で

進められていたことによる． 

当初目標とする事業は，NPO 等非営利団体や大学と

連携し，草の根技術協力事業とした．この事業のうち

技術支援型は，海外での経験が問われず，海外での経

験を重ねることが可能となることが理由であった．し

かしながら，事業の仕組みが非営利であること，ビジ

ネスとして利益を得にくい事業であることから，営利

事業である中小企業案件化事業の受注や，無償資金協

力事業への外部人材としての参画へと目標を変更した． 

計 4 年間となるこの取り組みでは，表-1 に示すよう

計 5 回の国外調査，国内関係機関との意見交換，在サ

モアの国際機関(SPREP 等)や現地政府関係者との意見

交換，既存資料の調査などを行った．各社個別技術の

現地の適合性，現地が抱える自然環境や防災といった

開発課題への貢献を踏まえ，沖縄の技術の統合と活用 

 

表-1 各年度の取組 

Project 1
A Study on the improvement of soil
flowage source and water intake
method

Project 9
Installation of wooden fish bank produced by
using lumber from thinning.

Project 3
Septic Tank System for Large Size
Facility

Project 4
Okinawa type agricultural business FB survey

Project 5
Okinawa-type Disaster Mitigation
Techniques

Project 6
Island-type Road Maintenance
Management System for Disaster
Prevention

Project 8
Strengthening of the Seawall and
Construction of the BreakWater.

Project 7
Rainwater Drainage Facilities of Apia
City

:Human Load :Non Point Sources：Water Flow

Project 2
Installation of Bunk Filter and Ecological 
Purification System for Water Supply in 
Villages

 
図-1 沖縄の知見を活用した総合的な提案 

を加味した総合的な提案として図-1 の統合技術モデル

を構築した．平成 27 年度には，事業最終年度での事業

の受注を目指し，図-1 の提案のうち，短期的な成果が

期待でき，受注の確度が高いと考えられる個別提案に

ついて，受注に向けた具体的な取り組みを行った．  

４．取組の成果 

これらの取り組みの結果，中小企業海外展開支援事

業（案件化調査）の採択（提案企業と協力企業）およ

び，無償資金協力計画準備調査へ参画（補強メンバー）

することができた．具体的な事業の受注につながった

ことは大きな成果である．受注に至った要因として，

対象国における開発課題と我が国の援助方針との整合

に加えて，自然環境保全技術や塩害対策といった，沖

縄特有の知見を十分に活用し，沖縄の技術者として特

色ある提案とし，複数回の現地調査のなかで，現地と

相互理解を深められたことがあげられる． 

この取り組みの効果として，経営者としての視点と

技術者としての視点に大別できる．前者の視点では，

新規事業の創出と受注による，経営の多角化を図るこ 

とが可能となり，持続的な経営に寄与することが期待

できる．特に，具体的な事業の受注に結び付いた会社

においてこの効果は大きい．後者の視点では，メンバ

ーとなった各社の技術者の技術研鑚につながった点で

ある．この視点は具体的な事業の受注がなかった企業

についても，同様に効果があったものと考えられる． 

さらに，副次的な効果として，この取り組みが，意

欲ある入職者への PR につながり，新卒の採用につなが

ったことも効果としてあげられる． 

５．おわりに 

 本稿の特徴は，海外実績が少ない地方中小コンサル

タント会社が，海外展開を行う上での課題克服と受注

に結び付けたプロセスを示した点にある． 

この取り組みはまだ黎明期の取組であり，社内の体

制，対応する技術者の育成，海外展開への社内外理解

等，さまざまな課題があげられる．今後は，これらの

課題を段階的に克服し，沖縄で得た知見を有する技術

者が国外でも活躍できる環境を構築し，ビジネスとし

て持続的展開できるよう，継続的に取り組むことが重

要である． 
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年度 目的 取組 

H25 
・対象国のニーズ把握，技術

的課題の把握，現地における

人的ネットワークの構築 

・県内勉強会 
・第 1 回国外調査 
（サモア） 

H26 
・JICA 支援メニューを活用し

た提案プロジェクトの検討 
・無償資金協力案件形成支援 

・県内勉強会 
・第 2，3 回国外調査 
（サモア） 
・国内関係機関調整 

H27 

・提案プロジェクトの絞込み、

中小企業案件化提案書作成 
・現地および開発コンサルタ

ントの関係構築 
・計画準備調査公募支援 

・県内勉強会 
・第 4 回国外調査 
（サモア） 
・国内関係機関調整 

H28 
・中小企業案件の採択 
・計画準備調査への参画 
・他大洋州島嶼国への展開 

・県内勉強会 
・第 5 回国外調査 
（フィジー，トンガ） 
・国内関係機関調整 
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